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【表１】過去３年の木造家屋建築現場に対する墜落災害防止集中取組月間の監督指導の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【表 2】主な違反内容

主な違反内容 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

違 反 

事業場数 
違 反 率 

違 反 

事 業 場 数 
違 反 率 

違 反 

事 業 場 数 
違 反 率 

墜落防止措置に関するもの 67 46.9％ 69 55.2％ 75 51.0% 

元請の現場管理（下請指導
等）に関するもの 

27 18.9％ 21 16.8％ 31 21.1% 

作業主任者の氏名等の周知 17 11.9％ 15 12.0％ 18 12.2% 

安全装置等の有効保持 14 9.8％ 5 4.0％ 17 11.6% 
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【表 3－1】使用停止等命令書の交付状況 

※「使用停止等命令」 

特に危険な作業箇所に対して、労働安全衛生法第９８条に基づき行う行政処分。命令が交付され

た対象物、箇所は是正が確認され解除通知を受けない限り、使用や立入が禁止される。 

（例）高所作業で墜落防止措置（作業床の設置や手すり等の設置）が講じられていない場合 

 

【表 3－2】主な使用停止等命令書の違反内容 

主な違反内容 

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

件 数 件 数 件 数 

墜落防止措置に関するもの １１ ２０ ３１ 

丸のこ盤の歯の接触予防装置 ０ １ １ 
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